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４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、申請書及び必要な証明
書等を上記３申請書の受領期限までに、封
印した入札書を上記３入札書の受領期限ま
でに提出しなければならない。また、開札日
の前日までの間において、必要な証明書等の
内容に関する当社からの照会があった場合に
は、説明しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。ただし、落札者となるべき
者の入札価格によっては、その者により当該
契約の内容に適した履行がなされないおそれ
があると認められるとき、又はその者と契約
を締結することが公正な取引の秩序を乱すお
それがあって著しく不適当であると認められ
るときは、予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札した他の者のうち最低価格をもっ
て入札した者を落札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Toshitaka Miyata, Presi‑

dent of Metropolitan Expressway Company

Limited

 Classification of the products to be pro‑

cured : 16

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electronic portable weighing

system 3

 Delivery period : 15 February, 2019

 Delivery places : As in the tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 73 of Practice

Rules of Contract.

 Prove that there are the delivery re‑

sults of a gravimetry device or the pro‑

duction results which is satisfying perfor‑

mance at the same level as performance

to show in the electronic portable gra‑

vimetry device specifications in (after

2008) for the past ten years with the fol‑

lowing documents.

1）delivery results : The document which
can prove the performance such as the

copy of delivery contract and product

specifications.

2）production results : The document
which can confirm the production re‑

sults of the vehicle weight meter by

product specifications, a photograph

and a brochure.

２ 競争参加資格
 契約規則実施準則（平成23年準則第１号）
第73条の規定に該当しない者であること。
 過去10年間（平成20年度以降）に、電子式
ポータブル重量測定装置仕様書に示す性能と
同等程度を満足する重量測定装置の納入実績
又は製造実績があることを以下の資料等によ
り証明できるものであること。
１）納入実績
納入契約書の写しおよび製品仕様書等性
能を証明できる資料。
２）製造実績
製品仕様書、写真及びパンフレット等に
より、車両重量計の製造実績が確認できる
資料。
３）当該購入に関し、メンテナンスの体制と
して以下の条件を満たすことを証明した者
であること。
 機器の故障修理について一括対応でき
る窓口を有していること。
 納入後、10年間部品供給が可能である
こと。

４）登記事項証明書（現在事項全部証明書）
又はその写し（証明年月日が資料提出日の
３か月以内であること）、財務諸表類、未
納税額のない納税証明書を提出できる者で
あること。

３ 書類の提出場所等
 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び入札書の提出場所、契約条項を
示す場所、入札説明書の問い合わせ先
〒1030015 東京都中央区日本橋箱崎町

43５ 首都高速道路株式会社東京東局総
務・経理課 金澤 慎也 電話035640
4817
 入札説明書の交付期間及び交付方法 入札
説明書（入札公告、入札説明書、金抜設計書
（仕様書等を含む））は、掲示開始から平成30
年10月15日（月）午後４時まで下記サイトよ
り入札参加希望者に無償で交付する。なお、
やむを得ない事由により、上記の交付方法に
よる受領ができない場合は、別の方法（ＣＤ

Ｒ等の配付）により無償で交付するので、上
記の問い合わせ先まで申し出ること。
首都高速道路株式会社ホームページ（入札
公告等）
http://www.shutoko.co.jp/business/bid/

 申請書の受領期限 平成30年10月15日午後
４時00分
 入札書の受領期限 平成30年11月22日午後
４時00分
 開札の日時及び場所 平成30年11月26日午
後２時00分 首都高速道路株式会社東京東局
４階第５会議室

 On the occasion of the contract con‑

cerned, prove that you meet the following

conditions as the system of the mainte‑

nance.

1）About the troubleshooting of the ap‑
paratus, have the contact point which

can give a collective response.

2）Part supply being possible after the
delivery for ten years.

 submit the certified copy of commer‑
cial registration, financial statements,
certificate of tax payment without non‑
payment.

 Time‑limit for tender : 16 : 00, 22 Novem‑
ber, 2018
 Contact point for the notice : Shinya
Kanazawa, General Affairs and Contract
Section, East Tokyo Operation Bureau,
Metropolitan Expressway Company Limit‑
ed, 435 Nihonbashihakozaki‑Cho, Chuo‑
ku, Tokyo 1030015 Japan. TEL 03
56404817

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年９月 25 日

国立研究開発法人国立環境研究所
理事長 渡辺 知保

◎調達機関番号 812 ◎所在地番号 08
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 調達件名及び数量 平成30年度波長分散型
蛍光Ｘ線分析装置 １式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 平成31年３月29日
 納入場所 福島県田村郡三春町深作10２
福島県環境創造センター研究棟 国立研究
開発法人国立環境研究所 福島支部
 入札方法 上記１の件名に対し入札に付
する。落札決定に当たっては、入札書に記載
された金額の８パーセントに相当する額を加
算した金額（当該金額に１円未満の端数があ
るときは、その端数金額を切り捨てるものと
する。）をもって落札価格とするので、入札者
は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者
であるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の108分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 平成28・29・30年度環境省競争参加資格
（全省庁統一資格）「物品の製造」又は「物品
の販売」において、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」
の等級に格付けされている者であること。
 国立研究開発法人国立環境研究所契約事務
取扱細則第５条の規定に該当しない者である
こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助
人であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者については、同条中、特別の理由
がある場合に該当する。
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